
































































































有効 火災 30 100.0
　 地震 20 66.7
　 水害 2 6.7
　 停電 3 10.0
　 断水 2 6.7






























度数 10 20 30
 ％ 33.3 66.7 100.0 
表５　 災害時のマニュアルあり と 緊急時の連絡網の
有無 のクロス表   n＝29
 緊急時の連絡網 合計
なし あり
災害時のマニュアルあり 2 27 29























































































































































積極的に受け入れる 20 57.1 
ある程度は受け入れる 12 34.3 
ほとんど受け入れない 0 0.0 
受け入れない 0 0.0 
その他 0 0.0 
わからない 3 8.6 
合計 35 100.0
表11　被災後どのくらいの期間で安否確認を始められると考えているか 　   n＝21
　 当日から 翌日から ２、３日後から ４、５日後から その他 合計
安否確認を考
えている
度数 10 2 5 0 4 21
 ％ 47.6 9.5 23.8 0.0 19.0 100.0 
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表15　災害時に専門職の受け入れを行うか     n＝36
　 度数 ％
積極的に受け入れる 18 50.0
ある程度は受け入れる 13 36.1
ほとんど受け入れない 1 2.8
受け入れない 0 0.0
その他 1 2.8
わからない 2 5.6
無回答 1 2.8
合計 36 100.0
表16　 他の地域での災害に対しての派遣支援要請に
ついて　　 n＝36
　 度数 ％
直ちに職員配置の調整 4 11.1
調整がつくようであれば対応 21 58.3
現状では難しい 8 22.2
その他 1 2.8
わからない 2 5.6
合計 36 100.0
　自由記述として、大規模な災害時の広域での連携
体制についてたずねたところ、「近所の人の力を借
りるしか考えられない」「町内会や消防と連携・協
力したい」「普段から話をし、利用者の顔を覚えて
もらっている」「地域住民との共同の訓練を計画中
だが、未実施」「近所に施設の存在を知ってもらい
理解を得る」など、地域との連携の大切さについて
の記述が14施設あった。
　具体的に「協議書」の形態とし連携を結んでいた
り、「広域連携は県や国主導で」など、公的機関の
指導・連携体制が必要あることの記述が６施設あっ
た。また人材を派遣するなど、広域での連携協力に
関する記述が４施設であった。
　一方、災害時に「職員がどれだけ施設に来てくれ
るか、疑問」「職員定員不足で、地域の要介護者の
受け入れは不確定」「人里離れており、応援がある
までの数日間を乗切ることが重要」など、自分の施
設だけで精一杯と考えている記述が４施設あった。
4. 3　 災害時に備えた、介護福祉士養成校への要望
に関連して
　災害時に備えて、介護福祉士養成校で行ってほし
いと思われることについてたずねたところ、25施設
からの自由記述があった。
　「介護施設へのボランティア派遣の体制・整備を
してほしい」「学生にボランティア組織の成立と災
害想定訓練の実施」等を望むなど、学生ボランティ
アとして施設への協力体制を切望している記述が７
施設あった。
　「学生は今のままで十分」という意見もある一方、
「団体行動・協調性、(自ら )考え行動する力ある学
生の育成」「災害時自分が助ける側としての気持ち
が持てる教育」など、介護者としての基本的技術の
習得についての記述が７施設、「現状を把握し優先
順位を判断する力を指導して頂きたい」「災害時の
早期連絡・避難への対応方法の理解をしてほしい」
など、災害時、優先順位を判断する能力の獲得を望
む記述が３施設あった。
　加えて、災害時を念頭に、「救急処置と応急処置
の講習を受けてほしい」「AED、消火器の使用方法
の習得」など、救急処置法の習得についての記述が
５施設あった。さらには、「地域と連携を取って災
害訓練を行う」「災害に備えようという意識教育の
展開」など災害時対応出来る学生の育成についての
記述が２施設、「被災者から経験談を聞く」「キャン
プ等で自炊出来る力や五感力を養う授業の展開」な
ど災害時教育として学習教育の履行 についての提
案が２施設あった。
５　考　　察
　災害時のマニュアルの有無に関してであるが、
「なし」と回答したのは６施設であった。このうち
４施設は「認知症対応型共同生活介護」で、「認知
症対応型共同生活介護」施設のうち33.3%が災害時
のマニュアルを持っていないことになる。「認知症
対応型共同生活介護」施設の中には開設後2.3年と
いう歴史が浅いものが複数ある。アンケート依頼時
にマニュアルの必要性はわかっているが、そこまで
手がまわらないと訴えていた施設がある。しかし実
際には行政機関による監査が行われるはずで、今後
「なし」は減るであろう。
　ただマニュアルは作成されていればよいというも
のではない。実際問題として、災害時のマニュアル
がありながらそれだけでは対応が難しいと思われる
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点がある施設は66.7%を占めている。
　マニュアルはあるがそれだけでは対応が難しいと
考えている施設から自由記述での回答を得ている。
その内容はそれぞれが様々な災害を念頭に置いた回
答のため、災害の背景が見えにくいものもあるが、
最も多かったのは、被災の実態に対応できるマニュ
アルであるのかの不安であった。たとえば夜間の災
害の場合に少ない職員での対応の不安や高齢者や障
害者の避難誘導が適切に行えるか、火災の場合の通
報機器の取り扱いや消火設備の使用法をすべての職
員に周知できていない、火や煙を見て利用者が興奮
状態になってしまうとマニュアル通りにはいかな
い、などである。またマニュアルの内容が避難につ
いてとなっており、被害を受けた後の利用者への支
援の内容は職員の配置や施設の機能がどれほど残っ
ているのかによるため、具体的にどの程度行えるの
かの不安についての記述もあった。より実際的でき
め細かなマニュアルの作成と周知、そして日常から
訓練としてのマニュアル運用の必要性のあることが
伺える。過去に被災した施設の報告によると、夜間
を想定した訓練を４人の職員だけで行うなど実践的
な訓練を行うことにより、「現場の職員の視点」を
反映したマニュアル作成の例や、さらには被災後、
緊急連絡網が電話の不通で使用できなかった状況に
もかかわらず、多くのスタッフが出勤し泊まり込み
で利用者の生活を支えていたことから、職員の職業
倫理の重要性も指摘されている３）５）７）。
　災害時用の水・食料についても、「認知症対応型
共同生活介護」では12施設中５施設（41.7%）は備
蓄されている水・食糧がないなど、非常時における
生活維持に、直ちに困難を来たすことも予測され
る。だが災害時の水・食料の確保については最低限
でよく、それよりもトイレ等の生活用水の確保が重
要であるという指摘もされている４）。
　前述したが、災害時に守りたい場所があるかの問
いについて「あり」と回答したのは20.0％で、入居
者の居住スペースをあげた施設が２ケース、他の５
ケース重要書類等が保管されている事務所があげら
れていた。
　入居者の生命を守るために居室等を災害から守る
ことはまず必要なことではあるが、それ以外にも施
設としての機能を維持するためのものがある。それ
は様々なデータが保存されているコンピュータや被
災後の食事を提供するための厨房、そして薬品、書
類等である。災害時に施設内のどこを守るべきなの
かという認識とその時に備えての対応が求められ
る５）６）。
　被災時における施設の居宅サービス利用者に対し
ての安否確認については、「考えている」が60.0％
であったが、「考えていない」が17.1％であった。
この点については実際の被災状況にもよるだろう
が、人的にもまず施設内の利用者への支援を優先せ
ざるを得ない状況を反映しているとも考えられる。
ただ安否確認をすると回答した施設のうち、47.6％
が被災後の「当日から」行うと回答しており、施設
内外を問わず利用者の安全確保と生活支援のための
努力を惜しまない姿勢が見られる。だが被災時にど
のくらいの人員が確保できるかについては、30％を
超える施設が日常生活を維持するための人災確保の
困難を指摘している状況がある。
　災害時の外部からの受け入れについてであるが、
ボランティア、専門職ともに50％を超える施設で
「積極的に受け入れる」と回答し、「ある程度を受け
入れる」を加えると85％を超えている。この状況は
被災時の施設での人員確保に困難を予測しているこ
とから外部からの受け入れを積極的に行うことであ
る程度の施設の機能維持を図らざるを得ない状況を
反映しているとも考えられる。
　逆に他の地域での災害に対しての派遣支援要請に
ついては、60％弱が「調整がつくようであれば対応」
と回答するなど、たとえ災害であっても他への派遣
を行う余裕がそれほどないことを示していると思わ
れる。だが、大変でも要請があれば協力するという
回答もあったことを付記したい。被災後の利用者へ
の生活をいかに継続させることができるかについて
は、職員も被災者であるということも考慮すると、
かなり厳しい状況が予測される。
　自由記述として回答を得た、災害時に備えた、介
護福祉士養成校への提案については、災害時には自
らの置かれた状況を把握し、優先順位を判断し行動
ができること、また災害時を念頭に置いた知識や技
術に関する教育を望むなど、基本的な生活習慣や基
本的介護能力を備えていることはもちろんである
が、専門職としてのさらなる学生の資質の向上を期
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待している姿が示されているといえるだろう。加え
て、災害時の救急、応急処置やAED、消火器の使
用方法の習得はもちろんであるが、災害時の行政と
の連携体制の整備、日常からの地域住民の受け入れ
のみならず地域の公民館活動への参加、避難訓練時
への地域住民の参加の依頼あるいは計画中である、
など地域の町内会、住民との日頃からの交流、連携
の大切さを指摘している回答も多く、地域を意識し
た教育プログラムの必要性は、災害時においても大
変重要であるといえる。
　
６　ま と め　
　災害時を念頭に置いた福祉施設の対応と役割につ
いて、安全対策も含めたアンケート調査を通して検
討を行うことにより、本学の実習施設での災害時を
めぐる状況の一端は明らかになった。
　またアンケート結果より、災害時に必要とされる
職員の知識や能力等について、とても有益な回答を
施設から得ることができた。
　たとえどのような事態であっても必要とされる介
護に中断があってはならない。そのためにもこれら
の結果や課題を元に、まずは実習施設とより密接な
連携をとりつつ、現在の養成カリキュラムに加え、
どのような状況、場面であっても適切な判断を下す
ことができ、かつ行動できる介護福祉士養成のため
の教育プログラムの検討が改めて求められていると
考えられる。
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